
新  旧  対  照  表 
静岡県肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業実施要綱（平成30年12月20日付け医疾第1170号通知） 

改    正    前 改    正    後 

 

静岡県肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業実施要綱 

 

制定 平成30年12月20日 

改正 平成31年 4月24日 

 

（定義） 

第２条 （略） 

２ （略） 

３ この要綱において「対象医療」とは、肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一部負担額が健康保険法施行令（大正15年勅

令第243号）第41条第７項に規定する特定疾病給付対象療養に係る高額療養費算定基準額を超えるものに限る。）のうち、

当該医療の行われた月以前の12月以内に、第３条に定める指定医療機関において肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一部

負担金が高額療養費算定基準額を超えるものに限る。）を受けた月数が既に３月以上ある月のものをいう。 

 

 

 

４ （略） 

 (1) （略） 

 (2) 医療保険各法（高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）に規定する医療保険各法をいう。以下同じ。）

の規定による被保険者又は被扶養者並びに高齢者の医療の確保に関する法律の規定による被保険者のうち、保険医療機関

（健康保険法（大正11年法律第70号）に規定する保険医療機関をいう。以下同じ。）であって第３条に定める指定医療機

関において肝がん・重度肝硬変入院医療に関し医療保険各法又は高齢者の医療の確保に関する法律の規定による給付を受

けている者 

 (3)・(4) （略） 

 （事業の実施） 

第４条 （略） 

２ （略） 

３ 指定医療機関において、第６条第４項に定める参加者証の交付を受けた者（以下「参加者」という。）であって、当該医療

の行われた月以前の12月以内に指定医療機関において肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一部負担金が高額療養費算定基

準額を超えるものに限る。）を受けた月数が既に３月以上ある旨の記載がある入院記録票を提示した者は、対象医療に係る医

療費として、当該指定医療機関に対し、前項第２号に定める金額を支払うものとする。 

４ （略） 

５ （略） 

 (1)・(2) （略） 

 (3) 様式第２号による肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業入院医療記録票（以下「入院記録票」という。）（医療の給付を

受けようとする日の属する月以前の12月以内に、指定医療機関において肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一部負担金

が高額療養費算定基準額を超えるものに限る。）を受けた月数が既に３月以上あることが記録されているもの）の写し 

 

 (4)・(5) （略） 

 （医療給付の申請） 

第５条 （略） 

 (1) （略） 

  ア～エ （略） 

  オ 入院記録票（医療の給付を受けようとする日の属する月以前の12月以内に、指定医療機関において肝がん・重度肝

硬変入院関係医療（一部負担金が高額療養費算定基準額を超えるものに限る。）を受けた月数が既に３月以上あることが

記録されているもの）の写し 

 

(2) （略） 

  ア～オ （略） 

  カ 入院記録票（医療の給付を受けようとする日の属する月以前の12月以内に、指定医療機関において肝がん・重度肝

 

静岡県肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業実施要綱 

 

制定 平成30年12月20日 

改正 平成31年 4月24日 

改正 令和 2年 1月16日 

（定義） 
第２条 （略） 
２ （略） 
３ この要綱において「対象医療」とは、肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一部負担額が健康保険法施行令（大正15年勅

令第243号）第41条第７項等に規定する特定疾病給付対象療養に係る高額療養費算定基準額を超えるものに限る。）のうち、

当該医療の行われた月以前の12月以内に、保険医療機関（健康保険法（大正11年法律第70号）第63条第３項第１号に規定

する保険医療機関をいう。以下同じ。）において肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一部負担金が高額療養費算定基準額を

超えるものに限る。）を受けた月数が既に３月以上ある場合であって、第３条に定める指定医療機関において肝がん・重度

肝硬変入院関係医療（一部負担額が健康保険法施行令第41条第７項等に規定する特定疾病給付対象療養に係る高額療養費

算定基準額を超えるものに限る。）を受けた月のものをいう。 
４ （略） 

 (1) （略） 

 (2) 医療保険各法（高齢者の医療の確保に関する法律（昭和57年法律第80号）第７条第１項に規定する医療保険各法をい

う。以下同じ。）の規定による被保険者若しくは被扶養者又は高齢者の医療の確保に関する法律の規定による被保険者のう

ち、保険医療機関において肝がん・重度肝硬変入院医療に関し医療保険各法又は高齢者の医療の確保に関する法律の規定

による給付を受けている者 

 

(3)・(4) （略） 
 （事業の実施） 

第４条 （略） 

２ （略） 

３ 指定医療機関において、第６条第４項に定める参加者証の交付を受けた者（以下「参加者」という。）であって、当該医療

の行われた月以前の12月以内に保険医療機関において肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一部負担金が高額療養費算定基

準額を超えるものに限る。）を受けた月数が既に３月以上ある旨の記載がある入院記録票の写し等を提示した者は、対象医療

に係る医療費として、当該指定医療機関に対し、前項第２号に定める金額を支払うものとする。 

４ （略） 

５ （略） 

 (1)・(2) （略） 

 (3) 様式第２号による肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業入院医療記録票及び様式第２号の２による肝がん・重度肝硬変

治療研究促進事業入院医療記録票（指定医療機関以外）（以下「入院記録票」という。）（医療の給付を受けようとする日

の属する月以前の12月以内に、保険医療機関において肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一部負担金が高額療養費算定

基準額を超えるものに限る。）を受けた月数が既に３月以上あることが記録されているもの）の写し 

 (4)・(5) （略） 

 （医療給付の申請） 

第５条 （略） 

 (1) （略） 

  ア～エ （略） 

  オ 入院記録票の写し並びに領収書及び診療明細書その他の様式第２号の２の入院記録票に記載の事項を確認すること

ができる書類（医療の給付を受けようとする日の属する月以前の12月以内に、保険医療機関において肝がん・重度肝

硬変入院関係医療（一部負担金が高額療養費算定基準額を超えるものに限る。）を受けた月数が既に３月以上あることが

記録されているもの。以下「入院記録票の写し等」という。） 

(2) （略） 

  ア～オ （略） 

  カ 入院記録票の写し等 



硬変入院関係医療（一部負担金が高額療養費算定基準額を超えるものに限る。）を受けた月数が既に３月以上あることが

記録されているもの）の写し 

(3) （略） 

  ア～オ （略） 

  カ 入院記録票（医療の給付を受けようとする日の属する月以前の12月以内に、指定医療機関において肝がん・重度肝

硬変入院関係医療（一部負担金が高額療養費算定基準額を超えるものに限る。）を受けた月数が既に３月以上あることが

記録されているもの）の写し 

２ （略） 

 （認定） 

第６条 （略） 

２ 知事は、前項に定める認定を行う際には、医療の給付を受けようとする日の属する月以前の12月以内に、指定医療機関

において肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一部負担金が高額療養費算定基準額を超えるものに限る。）を受けた月数が既に

３月以上あることを確認するものとする。 

３～６ （略） 

 （転入者に係る医療の給付の申請等） 

第８条 他の都道府県から転入した者で、転出の際、当該他の都道府県（以下「当該他県」という。）において、現に、効力を

有する参加者証に相当する書類を所持していた者が、引き続き参加者証の交付を受けようとするときは、転入日の属する月

の翌月末日までに、交付申請書に当該他県知事に交付されていた参加者証に相当する書類及び第５条各号に掲げる区分によ

りそれぞれに掲げる書類（個人票等及び入院記録票を除く。）を添えて、知事に提出しなくてはならない。 

 （入院記録票の管理） 

第11条 知事は、Ｂ型肝炎ウイルス又はＣ型肝炎ウイルスによる肝がん・重度肝硬変（非代償性肝硬変のことをいう。以下

同じ。）と診断された患者（以下「肝がん・重度肝硬変患者」という。）に対し、入院記録票を交付するものとする。なお、入

院記録票は指定医療機関を経由して交付できるものとする。 

２ 入院記録票の交付を受けた肝がん・重度肝硬変患者は、指定医療機関に入院する際に入院記録票を当該指定医療機関に提

示するものとする。 

３ 入院記録票を提示された指定医療機関は、肝がん・重度肝硬変患者が別表４に定める病名を有して当該指定医療機関に入

院し、別表第１に定める肝がん・重度肝硬変入院医療が実施された場合は、入院のあった月ごとに入院記録票に所定の事項

を記載するものとする。 

 

 

（指定医療機関の役割） 

第14条 （略） 

 (1) 肝がん・重度肝硬変患者がいる場合、肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業についての説明及び入院記録票の交付を行

うこと 

 (2) 入院記録票の記載を行うこと 

 (3) （略） 

 (4) 当該月以前の12月以内に指定医療機関において肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一部負担金が高額療養費算定基準

額を超えるものに限る。）を受けた月数が既に３月以上ある場合のものとして、肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の対

象となる肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一部負担金が高額療養費算定基準額を超えるものに限る。）が行われた場合に

は、公費負担医療の請求医療機関として公費の請求を行うこと 

 (5) （略） 

 

 

(3) （略） 

  ア～オ （略） 

  カ 入院記録票の写し等 

 

 

２ （略） 

 （認定） 

第６条 （略） 

２ 知事は、前項に定める認定を行う際には、医療の給付を受けようとする日の属する月以前の12月以内に、保険医療機関

において肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一部負担金が高額療養費算定基準額を超えるものに限る。）を受けた月数が既に

３月以上あることを確認するものとする。 

３～６ （略） 

 （転入者に係る医療の給付の申請等） 

第８条 他の都道府県から転入した者で、転出の際、当該他の都道府県（以下「当該他県」という。）において、現に、効力を

有する参加者証に相当する書類を所持していた者が、引き続き参加者証の交付を受けようとするときは、転入日の属する月

の翌月末日までに、交付申請書に当該他県知事に交付されていた参加者証に相当する書類及び第５条各号に掲げる区分によ

りそれぞれに掲げる書類（個人票等及び入院記録票の写し等を除く。）を添えて、知事に提出しなくてはならない。 

 （入院記録票等の管理） 

第11条 知事は、Ｂ型肝炎ウイルス又はＣ型肝炎ウイルスによる肝がん・重度肝硬変（非代償性肝硬変のことをいう。以下

同じ。）と診断された患者（以下「肝がん・重度肝硬変患者」という。）に対し、様式第２号の入院記録票を交付するものとす

る。なお、様式第２号の入院記録票は指定医療機関を経由して交付できるものとする。 

２ 肝がん・重度肝硬変患者は、保険医療機関に入院する際に、自ら保有する入院記録票並びに領収書及び診療明細書その他

の様式第２号の２の入院記録票に記載の事項を確認することができる書類を当該保険医療機関に提示するものとする。 

３ 指定医療機関は、肝がん・重度肝硬変患者が別表４に定める病名を有して当該指定医療機関に入院し、別表第１に定める

肝がん・重度肝硬変入院医療が実施された場合は、入院のあった月ごとに様式第２号の入院記録票に所定の事項を記載する

ものとする。 

４ 肝がん・重度肝硬変患者は、入院記録票並びに領収書及び診療明細書その他の様式第２号の２の入院記録票に記載の事項

を確認することができる書類を適切に管理するものとする。 

（指定医療機関の役割） 

第14条 （略） 

 (1) 肝がん・重度肝硬変患者がいる場合、肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業についての説明及び様式第２号の入院記録

票の交付を行うこと 

 (2) 様式第２号の入院記録票の記載を行うこと 

 (3) （略） 

 (4) 当該月以前の12月以内に保険医療機関において肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一部負担金が高額療養費算定基準

額を超えるものに限る。）を受けた月数が既に３月以上ある場合のものとして、肝がん・重度肝硬変治療研究促進事業の対

象となる肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一部負担金が特定疾病給付対象療養に係る高額療養費算定基準額を超えるも

のに限る。）が行われた場合には、公費負担医療の請求医療機関として公費の請求を行うこと 

 (5) （略） 

 

  附 則 

１ この改正は令和２年１月16日から施行し、令和２年１月１日から適用する。 

２ 肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一部負担額が健康保険法施行令第41条第７項等に規定する特定疾病給付対象療養に

係る高額療養費算定基準額を超えるものに限る。）のうち、当該医療の行われた月以前の12月以内に、保険医療機関におい

て肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一部負担額が高額療養費算定基準額を超えるものに限る。）を受けた月数が既に３月以

上ある場合であって、第３条に定める指定医療機関において肝がん・重度肝硬変入院関係医療（一部負担額が健康保険法施

行令第41条第７項等に規定する特定疾病給付対象療養に係る高額療養費算定基準額を超えるものに限る。）を受けた月が平

成30年12月から令和元年12月までの間の月である場合においては、第２条第３項の規定中「保険医療機関」を「指定医

療機関」と読み替えて適用することとする。 

３ 第２条第３項（附則２の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の規定については、令和２年３月31日までに知事

の指定を受けた指定医療機関は、当該指定の効力を生ずるとされた日の１年前から指定医療機関の指定を受けていたもの

とみなして適用する。なお、その場合の遡及できる範囲は、平成30年４月１日までとする。 



改    正    前 改    正    後 

 

 

 

 

 

 

 

 



改    正    前 改    正    後 

 

 

 

 

 

 



 
改    正    前 改    正    後 

（新規） 

 

 

 

 



改    正    前 改    正    後 

 

 

 

 

 

 

 

 



改    正    前 改    正    後 

 

 

 

 

 

 

 

 



 


